
2024年度ソーラーウィーク⼤賞について
「ソーラーウィーク⼤賞」は、地域に貢献し、地域から望まれ、他
の模範ともなる太陽光発電の普及拡⼤に資する取組・事業とそ
れを⽀えている⽅々を表彰するものです。
地域との共⽣・共創に基づく太陽光発電が全国に広がるように、
太陽光発電の地域貢献の可能性について、多くの⽅に認知して
頂くことを⽬的としています。

①地域振興への貢献度（住⺠⼀⼈当たりの効果）
②地域の主体性
③地域住⺠からの理解・⽀持を得るための創意⼯夫・取り組み
④事業の持続可能性・⻑期安定稼働の蓋然性
⑤波及効果・先進性

■2024年度のカテゴリ
・⼤賞 ︓各評価項⽬を総合的に評価して最も優れている事業・取組
・優秀賞︓各評価項⽬を総合的に評価して優れている事業・取組
・特別賞︓各評価項⽬の⼀つでも他にない特筆すべき事項がある事業・取組

審査委員⻑︓京都⼤学教授 諸富 徹
審査委員 ︓東京⼤学教授 ⾼村 ゆかり
審査委員 ︓東京理科⼤学教授 植⽥ 譲

2025年度「ソーラーウィー⼤賞」の募集は7⽉~、審査結果発表は10⽉、表彰式
は11⽉を予定しています。皆様からの応募をお待ちしております!︕

■審査委員会■評価項⽬
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北海道江別市
『農業×エネルギーの新たな可能性を拓く
〜垂直式太陽光発電を活⽤した牧草地の持続可能な利⽤に関する実証研究〜』

神奈川県⼩⽥原市
『広域連携（酒匂川流域循環共⽣圏）による営農型太陽光発電を基軸にした⾷エネ⾃給のまちづくり』

群⾺県
『電気と野菜の同時栽培 「ソーラーファーム®」〜夢のある新しい社会のカタチ〜』
兵庫県宝塚市
『再⽣可能エネルギーでまちづくり〜ソーラーシェアリング市⺠農園で⾷とエネルギーの未来をつくる〜』
徳島県
『地域コミット型太陽光発電による収益還元の展開』
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千葉県匝瑳市
『環境配慮型再エネ×脱炭素農業＝地域再⽣』

ソーラーウィーク2024 ⼤賞

神奈川県相模原市
『相模原市発・地域共⽣型ソーラーシェアリングのモデル化の取り組み

ソーラーウィーク2024 優秀賞

ソーラーウィーク2024 特別賞

2024年度ソーラーウィーク⼤賞＜受賞事業/取組＞



2024年11⽉6⽇ソーラーウィーク⼤賞の表彰式が野村コンファレンスプラザ⽇本橋にて⾏われました
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2024年度ソーラーウィーク⼤賞＜受賞事業/取組＞



2025年3⽉5⽇
⼀般社団法⼈ 太陽光発電協会
新市場拡⼤推進委員会
公共・⾃治体ワーキング

2024年度「ソーラーウィーク⼤賞」講演会にあたり
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⼀般社団法⼈太陽光発電協会
（JPEA : Japan Photovoltaic Energy Association）

■ 協会の理念・⽬的
「国と地域に求められるエネルギーを、地域と共に創り、地域社会との調和・
共⽣・連携を図ることで、太陽光発電が国と地域に⼤きな便益をもたらす⾃
⽴した主⼒エネルギー」となることを⽬指す。

■ 主な活動
・太陽光発電の普及に向けた提⾔、関係機関への意⾒具申
・太陽光発電設備の施⼯品質の向上や保守点検等に関するガイドラインの作成・公開
・施⼯技術者及び保守点検技術者の育成のためのPVマスター技術者制度の運⽤
・太陽光発電に関する標準化及び規格化についての調査研究、出荷統計の取り纏め・公開
・太陽光発電の健全な普及に向けた啓発活動︓シンポジウムやセミナーの開催、情報発信

■ 会員数 161社・団体（2025年2⽉25⽇現在）
＜正会員＞145社・団体 〈賛助会員〉16団体
・販売・施⼯（含むゼネコン、住宅メーカー等） ・O&M事業者団体
・周辺機器・部品・素材メーカー ・施⼯・EPC事業者団体他
・電⼒・エネルギー
・太陽電池セル・モジュールメーカー
・機関・団体
・その他（内、中間処理事業者4社） 5



新市場拡⼤推進委員会/公共・⾃治体WG
→公共施設向け参考資料作成、発信
→公共関連向け政策提⾔等
→問合せ、セミナー対応

参考）公共⾃治体WG 組織図
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参考）活動実績

新市場拡⼤推進委員会（公共⾃治体WG） 2021年9⽉ 発⾜

活動
⽅針

電⼒における再⽣可能エネルギー⽐率上昇の機運が⾼まり、太陽光についても、従来よりも⾶躍
的な再エネ導⼊が求められている中、今後⼤きな拡⼤が期待される新市場をターゲットとする。

①新しい市場の拡⼤を⽬的に、事業者側、需要家側が抱える阻害要因を抽出し、
発電側からのアプローチだけでなく、需要家をはじめ、幅広くエネルギー業界の関係者を
巻き込んだ議論を実施する。

②公共施設への太陽光発電導⼊促進を図るため、⾃治体等⾏政機関への⽀援策を実施する。

■公共・⾃治体WG活動内容と実績
 環境省、総務省⾃治⼤学校、⾃治体、関連団体へのセミナー講師の派遣

例︓環境省 「はじめよう︕地域再エネセミナー」
愛知県 「地球温暖化対策計画策定塾」

 公共施設への太陽光発電導⼊促進を図るための資料作成
例︓公共施設への太陽光発電導⼊について

地域脱炭素移⾏・再エネ推進交付⾦をはじめとする、公共関連政策の内容確認並びに提⾔
・10以上の⾃治体にヒアリング実施
・オープンセミナーの実施

7



◆JPEAホームページで公開。資料はダウンロード可能です。

地域との共⽣・共創のための 太陽光発電所チェックリスト

参考）地域との共⽣･共創、地域に貢献する太陽光発電の普及拡⼤
〜JPEAの取組〜
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オープンセミナー︓ 公共関連政策の内容確認並びに提⾔を実施するため、環境省脱炭素先⾏
地域に選定されております⾃治体の皆様から、脱炭素の取組をご紹介いただいた。

参考）地域との共⽣･共創、地域に貢献する太陽光発電の普及拡⼤
〜JPEAの取組〜

将来活動（予定）︓
⾃治体等向け相談窓⼝（講演・資料更新）
太陽光のポジティブ導⼊に向けて（資料作成）
公共関連政策の内容確認検討と提⾔
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『地域との共⽣・共創 2050年のあるべき姿』 （⽬指すゴール）

供給に伴う企業誘致・雇⽤創出

地域電⼒への供給

地域電⼒による雇⽤創出

地域BCPへの貢献(避難
所への設置、蓄電池・EV
の運⽤、マイクログリッド）

発電に伴う地域課題解決
（例︓荒廃農地の再⽣及びそれに伴う雇⽤創出）

地元企業によるO＆M
およびそれに伴う雇⽤創出

地域⾦融機関の
ファイナンス

地域住⺠のファイナンス参画

地元企業によるEPC

教育・⼈材育成

公共施設、⺠間企業、
住宅への電⼒供給、
経済の域内循環

「地域による、地域に寄り添った」「地域のための、地域を豊かにする」太陽光発電

活動起点

達成⽬標

達成⽬標
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⾃治体が抱える課題について
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公共施設へPV導⼊する時の特性と課題（PPA)

設備容量

書類/⼿続き 施設数

多い 多い

⼩さい

■DC出⼒の⽬安
★市庁舎 ︓30kW〜
★⼩中学校︓50〜130kW
★公⺠館 ︓15〜40kW
☆⽔処理関連施設

︓10~2,000kW

★千葉市︓182施設
★船橋市︓106施設
★横浜市︓ 65施設（1次）

■補助⾦関連
■⾏政財産使⽤許可

⼯期が集中
年度内で

■公募時の施設数が多い
■調査件数が多い

⺠間案件と⽐べて条件が厳しい為、結果として、⼊札や公募が不調となる場合がある。
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① ⾃治体内の関連部署において、脱炭素への問題意識が低く協⼒体制が得られない。
② 住⺠や⺠間企業に対して脱炭素の機運の⾼める⼿法がわからない。
③ 情報や⼈材リソースが不⾜している。（特に推進リーダーや電気/建築の技術系職員）

④ 担当者（または部⾨）⾃⾝の電気や太陽光発電設備に対する経験・知⾒が乏しい。
⑤ 事業者との役割分担がわからない／アプローチする「伝⼿」も「時間」も無い。
⑥ ⾃治体間の枠組みが定まっていない為、相互で効率的なアプローチや検討が進まない。
⑦ 域内で問題となっている太陽光発電所やネガティブなイメージがある。

⾃治体の再エネ推進部⾨における課題

13

参考）東京都パブリックコメント（東京都環境確保条例の改正について（中間のまとめ））
https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/basic/conference/council/public_comment/public_comment_jourei



各地域が抱える課題

災害時のレジリエンス強化

地域経済循環/活性化

未利⽤/荒廃資源の活⽤

⼈⼝減少・若者の流出

地域雇⽤の増加

エネルギーコスト抑制

インフラ設備の更新・維持管理 経営環境の改善

エネルギーセキュリティの確保

各⾃治体における地域の課題は、さまざまであるが、脱炭素（PV）を推進していく上で
紐づけられる課題は、⼀定の内容に集約されてくる。再エネ推進部⾨は、地域の抱える課題
を担当する当該部⾨との連携を強化し、参画する事業者が実現したい事項とのベクトルを合
わせ、それを⾃治体としての将来像に結び付けていくことが重要となる。

「地域課題」の解決 × 太陽光発電設備導⼊

地域課題を解決する為の有効な⼿法として、再エネ（PV)導⼊を進めるという⽬線が⼤切
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脱炭素ロードマップ
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資料）環境省 PVEXPO2025春 基調講演「太陽光発電の最⼤限の導⼊に向けて」より

脱炭素ロードマップにおいても、多様な地域において「地域課題」を解決するという脱炭
素に向かう取組の⽅向性が⽰された



政府実⾏計画の概要
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資料）環境省 PVEXPO2025春 基調講演「太陽光発電の最⼤限の導⼊に向けて」より

公共施設（政府保有の建築物（敷地含む））は、2030年度までに、50％以上、
2040年度までに100％の太陽光発電設備の設置を⽬指す取組が閣議決定された



※資料）匝瑳市 計画概要より https://policies.env.go.jp/policy/roadmap/assets/preceding-region/4th-keikaku-gaiyo-04.pdf

脱炭素先⾏地域（千葉県匝瑳市）の例
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地域課題︓①農業振興と地域経済の活性化 ②防災・減災の強化
PVの取組︓農地型ソーラーシェアリングを農地や空き地に導⼊し、エネルギー⾃給と防災対策を推進



※資料）苫⼩牧市 計画概要より https://policies.env.go.jp/policy/roadmap/assets/preceding-region/4th-keikaku-gaiyo-01.pdf

脱炭素先⾏地域（北海道苫⼩牧市）の例
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地域課題︓①産業施設の⼤量エネルギー消費 ②地域内経済循環の促進
PVの取組︓⼯業団地内で⼤規模太陽光発電を導⼊し、余剰電⼒を隣接地域に供給する



※資料）⽣坂村 計画概要より https://policies.env.go.jp/policy/roadmap/assets/preceding-region/3rd-keikaku-gaiyo-07.pdf

脱炭素先⾏地域（⻑野県⽣坂村）の例
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地域課題︓①基幹産業（ぶどう栽培）の維持 ②災害時電⼒供給
PVの取組︓⺠家、⺠間施設、公共施設等にPPAで導⼊。⺠間裨益型⾃営線マイクログリッドを構築



※資料）奥尻町 計画概要より https://policies.env.go.jp/policy/roadmap/assets/preceding-region/2nd-keikaku-gaiyo-02.pdf

脱炭素先⾏地域（北海道奥尻町）の例
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地域課題︓①エネルギー⾃給率の低さ ②災害時電⼒供給の不安定性 ③地域経済の孤⽴
PVの取組︓太陽光発電と蓄電池システムを連携させ、災害時にも安定供給が可能な⾃給体制を実現



※資料）さいたま市 計画概要より https://policies.env.go.jp/policy/roadmap/assets/preceding-region/1st-keikaku-gaiyo-07.pdf

脱炭素先⾏地域（埼⽟県さいたま市）の例
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地域課題︓①⾼いエネルギー需要 ②⽼朽化した公共施設の効率改善
PVの取組︓屋根に太陽光発電を設置し、EMSと連携し、電⼒使⽤を最適化する



脱炭素先⾏地域（千葉県千葉市）の例

※資料）千葉市 計画概要 https://policies.env.go.jp/policy/roadmap/assets/preceding-region/2nd-keikaku-gaiyo-08.pdf 22

地域課題︓レジリエンス強化による安⼼できるまちにする
PVの取組︓公共施設やコンビニエンスストア等でPV・蓄電池を導⼊し、平時における再エネの

普及・最適利⽤を実現し、災害時には住⺠⽀援拠点としてレジリエンスを強化



脱炭素先⾏地域（栃⽊県那須塩原市）の例

※資料）那須塩原市 計画概要 https://policies.env.go.jp/policy/roadmap/assets/preceding-region/2nd-keikaku-gaiyo-06.pdf 23

地域課題︓酪農をはじめとする地域のレジリエンスの強化
PVの取組︓酪農場やサッカー場、道の駅等にPV・蓄電池を導⼊。

地域マイクログリッドを構築し、⾮常ににおける酪農業の事業継続性を向上



まとめ

■太陽光発電の普及拡⼤のためには「地域との共⽣・共創」が最重要ファクターです。
■地域課題を解決し、地⽅創⽣と脱炭素を同時実現する取り組みとして、地域に
貢献し、地域から望まれ、他の模範ともなる太陽光発電の普及拡⼤を⽬指すこと
が今後ますます重要になります。

■「2050年カーボンニュートラル、脱炭素社会の実現」には、国と地⽅の協働・共創
による取組が必要不可⽋です。

■地域脱炭素は、脱炭素を成⻑の機会と捉える時代の地域の成⻑戦略であり、
地域資源である太陽光発電を最⼤限活⽤することで実現でき、経済を循環させ、
防災や暮らしの質の向上等の「地域の課題」をあわせて解決し、地⽅創⽣に貢
献できます。

■地域脱炭素が、意欲と実現可能性が⾼いところからその他の地域へ広がってゆく
「脱炭素ドミノ」を起こすべく、地域課題解決へ太陽光発電を活⽤して取り組んで
いるベストプラクティスを多くの皆様へ知って頂くため、JPEAは「ソーラーウィーク⼤
賞」を毎年選定・表彰します。
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「地域課題」の解決 × 太陽光発電設備導⼊
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